
民事証拠保全手続の概要  

申立人による
申立て 

 

決定 知的財産裁判
所より執行裁
判所に通知す
る 

執行裁判所は
証拠保全を行
うことを権利
者に通知する 

証拠保全が行う 
 

起訴  

1. 裁判官または司法事務官が現場にて証
拠保全を行う。 

2. 技術審査官は、知的財産案件審理法に
より、現場にて協力することが可能で
ある。 

3. 被告の弁護士は、現場にて裁判所の決
定主文の範囲及び保全方法を確認する
ことが可能である。且つ、証拠保全の
範囲が営業秘密を妨げる恐れがあると
き、当事者を協力し証拠保全が行われ
ている現場に立ち入りを制限し、証拠
保全により取得した証拠資料を他所に
保管する且つ閲覧を禁止・制限するこ
とを、裁判所に請求することができる。 

知的財産裁判所は次に掲げる事項を審査する： 
1. 申立人は、係争物が特許権の権利範囲にあるこ

とを疎明したか否か。 
2. 当事者は、証拠が滅失し、またはその証拠を使

用することが困難となる恐れがある、または物
の現状を確定する且つ法的利益を維持する必要
があることを疎明したか否か。（民事訴訟法
368条） 

3. 裁判所は、申立ての内容及び保全方法に関して
疑問があるとき、権利者を法廷に召喚し、説明
させる。 

4. 知的財産裁判所案件審理期限規則により、一般
審理期限は5か月とする。  
 

証拠保全手続が終了後30
日を超えて本案が係属さ
れていない場合は、利害
関係者の申立てがあり、
裁判所はその申立てを認
めるとき、証拠保全によ
る文書及び物の保全する
措置を解除する、または
他に適当な処置を決定し
なければならない。また
、利害関係者の申立てに
より手続費用を証拠保全
手続の申立人の負担とす
ることが可能である。 

約二週間～四週間    約一週間～二週間  約二週間～三週間    約一週間～二週間       三十日間 


